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 政府事業は, 現状の予算制約のままでは, プロジェクト間でカニバリゼーション
(共食い)が生じる構造。

 宇宙産業の発展には, 官需に依存する産業構造から脱却することが重要。

 予算のプライオリティを明確化しつつ, 国際競争力を高めていく必要。

（１）宇宙産業政策の方向性
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政府の宇宙予算の推移 研究開発プロジェクト
予算の推移

欧州＜約7,154億円＞

日本＜約2,682億円＞

宇宙産業の需要構造
（2010）



 政府による需要については、宇宙産業の生産基盤(技術力･設備･人材等)強化に
活用していく必要。

 政府の宇宙インフラ整備等に関する長期計画の策定により、予見性を高め、事業
者の競争力強化に向けた取組を円滑化することが重要。

我が国の宇宙産業の市場構造

（２）競争力強化に向けて（宇宙インフラ整備に係る長期計画）
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出典：社団法人日本航空宇宙工業会
平成２４年度宇宙産業データブック

※計画策定においては予算の規模に応じたプライオリティ
付けとその評価軸・プロセスの明確化が重要

※また、日米調達合意の影響についても留意が必要。

政府による需要

政府全体としての戦略
衛星整備 / 技術獲得 / 部品等供給 等

宇宙産業

産業競争力強化／民間・海外需要の獲得

政府需要の生産基盤･競争力の強化



（３）競争力強化に向けて（研究開発プロジェクト）

 競争力強化には、ロケット・衛星等について、質/価格/短納期を向上し、顧客に
魅力あるものとしていく必要。

 政府の研究開発や実用衛星整備の機会を通じ、衛星のシリーズ化やバスの標準化
を進める等、外需･民需の獲得を可能とする能力を実現していくことが重要。

国内の宇宙機器製造業の売上

政府による需要 海外政府民間

DRTS
（2002）

ETS-Ⅷ
（2006）

技術実証

ひまわり６
（2005）

ひまわり7/8
（2014/2016予定）

みちびき
（2010）

準天頂衛星3機
（201７予定）

社会インフラ

Superbird-C2
（2008）

TurkSAT-4a/4b
（2014予定）

ST-2
（2011）

民間・海外政府

研究開発プロジェクトから民需・外需獲得につながった例（標準バス：DS2000）

（公開情報を基に経済産業省作成） 3



 部品･機器の競争力確保には、宇宙空間での機能証明と利用実績により信頼性を
向上させることが不可欠。

 我が国の他分野の技術を活用すること等により、国際的に競争力のある部品･
機器を開発できる可能性は十分に残されている。

宇宙空間での信頼性向上の取組例
( SERVISプロジェクト )

（４）国際競争力強化に向けて（部品･機器への強みの活用）
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これまでに海外で
市場確保が進んだ部品等の例

※ ＪＡＸＡ資料から抜粋SERVIS: Space Environment Reliability Verification Integrated System 



 宇宙機器の調達主体は新興国政府が中心であることから, 輸出促進のためには,  
人材育成やインフラ整備等も含め, 官民協力の下で取り組む必要。

 国際競争を視野に入れた場合、企業体力という側面も重要。

宇宙機器輸出の受注獲得実績

（６）国際競争力強化に向けて（インフラ輸出の推進）
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再編による競争力強化の例（重電）
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 新たな需要を創出していくためには、人工衛星から得られる情報が,「地上では
代替できないこと」または,「地上よりも優位なものであること」が必要条件。

 例えば、準天頂衛星を利用する新しいビジネス等には拡大の余地あり。
（政府としても利用実証等を支援）

地上で代替できないこと
and/or 地上に比べて優位であること

（７）新たな民間需要の創出に向けて（利用の拡大の考え方）

○継続性・安定性の確保
⇒ 政府衛星の長期計画化･シリーズ

化を進める, 同種のデータを継続
的に提供することにより利用者の
予見性を高める。

○利便性の向上
⇒ 得られる情報の種類や量を増やし、

通信速度等の改善やアプリケーシ
ョンの開発等により利便性を向上
させる。

情報取得「価格」の低減

○需要規模の確保
⇒ 同種類の技術・部品等の使用回

数を増やすことで、規模の経済
により、利用に係る費用の低減
を図る。

○小型化技術の促進
⇒ 現在,大型衛星・大型ロケット

により実施しているものを小
型衛星・小型ロケットに置き
換えることにより、価格の
低減を図る。

ビジネスとしての宇宙利用の拡大

ビジネスとしての宇宙利用の必要条件
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 我が国でも, 小型衛星による新たなビジネスの動きが見られつつある。

 制度面での環境整備を進め、事業の予見可能性を高めることで民間事業者の
事業活動を円滑化。
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（９）新たな民間需要の創出に向けて（制度整備）

技術の成熟化
小型化技術の発展

実施主体の変化

国家が管理･主導
する宇宙事業

民間事業者が独自に行う
宇宙事業が増加

（小型リモセン衛星/小型ロケット等）

適切な場における, 制度・整備に向けた検討が重要

・宇宙条約上, 国家は国民及び国内の宇宙開発利用を管理する国際的責任を有する

・宇宙開発利用により生じる可能性のある損害から第三者を保護する必要

・民間事業者による商業活動の健全な発展のためのルール･責任範囲の明確化

＋

＋

制度整備の必要性

リモートセンシング
事業の管理

・リモセン衛星の運用、画像の
取得・配布に係る許可･監督

宇宙事業のリスク軽減と
官民の役割分担

・ロケット打上等の許可・監督
・適切な損害賠償の仕組み 等

求められる制度


